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研究成果の概要（和文）： 

本研究では、高齢化率と交通起因の CO2排出量がどのような関係性があるのかを定量的に分
析した。国際パネルデータ分析の実証分析の結果，高齢化率と一人あたり CO2排出量は二次の
関係があることが判明した．そして転換点の水準は 16%付近であることがわかった．日本を対
象としたパネルデータ分析の結果，1000 人あたり自動車保有台数の変化と高齢化率には二次の
関係があることがわかった．そして，17%が転換点であることが示された．以上の事から，高
齢化率の変化は，自動車保有台数に影響を与え，最終的に CO2排出に影響を及ぼすことが示唆
された． 

 
研究成果の概要（英文）： 
This study empirically analyzes whether there is a relationship between the share of aged 

population and carbon dioxide (CO2) emission. The results of analysis indicate that there is 

a quadratic relationship between CO2 emissions per capita and the share of aged 

population, and the turning point is around 16 percent. This study also estimates the 

relationship between factors of CO2 emission and the share of elderly people. A quadratic 

relationship exists between the change in the number of passenger vehicles per 1000 

persons and the share of elderly people, with the turning point being approximately 17 

percent. Therefore, the demographic change is an important consideration in the change of 

CO2 emission in transportation sector. 
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１．研究開始当初の背景 

温暖化による気候変動問題の社会的側面
を総合的な視野から分析している Sternレビ
ューでは，交通部門がエネルギー起源の温室

効果ガス（GHG）の 14%を占めており，2050

年には交通部門からの GHG 排出量が倍増す
ると述べている．このように，交通部門は今
後も引き続きGHG排出特に CO2排出が高い
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増加率をもって成長すると捉えられている． 

しかし，UNFCCC にある交通部門の CO2

排出量データを概観すると近年，交通部門の
CO2排出量が減少してきた国が出現しはじめ
たのを見つけることが出来る．交通部門の
CO2排出量の成長が頭打ちとなり減少してい
る国としてはドイツ，日本，ポルトガル，フ
ランス，オーストリアが挙げられる．中でも，
ドイツは 1999 年，日本は 2001 年，ポルトガ
ルは 2002 年，フランスは 2004 年，オースト
リアは 2004 年を頂点として以後断続的に交
通部門の CO2排出量が減少している． 

先に挙げた国々の共通点は，先進国である，
燃費規制を行っている，人口密度がある程度
高い，そして高齢化率が 15%以上などがある．
CO2 排出量が頭打ちになった年の高齢化率 

を見ると，ドイツ，日本，ポルトガル，フラ
ンス，オーストリアは，それぞれ 16．1%，
18%，16．6%，16．5%，16．2%であった． 

そこで，1960 年から 2005 年までの高齢化
率と交通部門一人当たり CO2排出量を，複数
国同時に描画したところ（図 1），山型の関係，
言い換えると逆 U 字の関係にあるように見
えるグラフとなった．図 1 より，次のような
仮説が思いつく．すなわち，高齢化と交通部
門起因の CO2 排出量の減少と関係があるの
ではないかというものである． 

交通起因の CO2 排出問題に関する学術研
究は多数存在している．高齢者の交通に関す
る学術研究（特にバリアフリーや交通安全に
関する学術研究）も多数存在している．しか
しながら，交通の CO2排出問題と高齢者の関
係に関する分析を実施している研究は多く
ない． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 交通からの一人あたり CO2排出量と高
齢化率の関係（OECD/IEA 28 カ国） 

 

２．研究の目的 

本研究では，高齢化率と交通起因の CO2

排出量はどのような関係性があるのかを定
量的に把握し，今後の交通部門 CO2排出削減
政策に利用できる基礎情報を提供すること

を目的とする．本研究は，定性的な分析より
も，日本国内そして世界の先進国のパネルデ
ータを用いて，定量的に高齢化率と交通部門
CO2排出量の関連性について分析を行う． 

具体的には次に示す 3つのテーマについて
研究を行い，定量的な視点から高齢化率の上
昇とそれが交通部門の CO2 排出量に与える
影響について考察を行う． 

(1) 高齢社会と交通行動に関する既存文献の
サーベイ 

(2) 高齢化率と交通部門一人当たり CO2排出
量の関係に関する計量分析 

(3)CO2 排出要因と高齢化率の関係に関する
計量分析 

 

３．研究の方法 

高齢者の交通行動については，世界各地に
おいて高齢者に対するダイアリー調査や
国・自治体等が実施する交通調査など様々な
調査が行われ，それら調査データに基づき分
析が行われている．本研究の位置づけや高齢
化の進展が CO2排出量との関係していること
をモデル化するに際して，これらの既存調
査・研究を整理しておくことは必要である．
最初に高齢社会と交通行動に関する既存文
献を整理することで(1)を実施する． 
図 1から伺える通り，高齢化と交通部門一

人当たり CO2排出量の関係には，山型，言い
換えると逆 U字すなわち二次の関係がありそ
うであること示唆した．交通と高齢化の関係
性について分析している既存の計量モデル
について整理をする．その整理に基づき，高
齢化と交通部門一人当たり CO2排出量には逆
U 字，すなわち二次の関係にあるのか，国際
パネルデータ分析にて(2)の検証を行う． 
前段落のパネル分析は，交通起因の CO2排出
量と高齢化率の直接的な関連性についてパ
ネル分析を行っていることになる．他方で，
CO2排出は，その排出要因を分解し分析するこ
とができる．そこで，詳細なデータが入手可
能な日本を事例として交通部門の CO2排出の
要因分解を行い，その分解した要因と高齢化
率の関係性についてパネルデータ分析を行
う．これにより，どのような高齢化率がどの
CO2排出要因に影響を与えるのか，すなわち
(3)について明らかにすることができる． 
 
４．研究成果 
(1) 高齢社会と交通行動に関する既存文献
のサーベイ 

世界において高齢化が進展している．今後
も高齢化率は上昇し，2040 年には世界の高
齢化率が 14%以上になると国連は予測して
いる．このような高齢化率の上昇を背景とし
て，高齢社会に関する調査や研究は，日本や
欧州のみならず世界において多数実施され
ているものの，交通と高齢社会に関する研究



 

 

は，全体からみると大きな位置を占めていな
い． 

交通と高齢社会に関する研究を概観する
と，バリアフリーやユニバーサルデザインに
関する研究，スペシャルトランスポートサー
ビスに関する研究，高齢者と交通安全または
交通安全教育に関する研究が多くを占めて
いる．他方で，高齢者の交通行動を整理した
研究やそれに基づいた高齢社会における交
通政策に関する研究は，多くないのが現状で
ある．そこで，高齢者の交通行動に関する既
存調査や研究，そして高齢社会における交通
政策における焦点の整理をおこなった． 

高齢者の交通行動は，ダイアリー調査や
国・自治体等が実施する交通調査（主にパー
ソントリップ調査）を通じて捉えられ，その
特性を把握すべく分析が実施されている．こ
の高齢者の交通行動に関する調査・研究は，
世界においておこなわれている．それらの調
査から高齢者の交通行動の共通点としては，
①一日あたりのトリップ数が少なくなる，②
トリップが短くなる，③自動車使った移動で
の一日あたりもしくは一年あたりの移動距
離が減る，④多くの移動目的は，社交，レク
リエーション，個人の所用，ショッピングで
ある，⑤自動車の利用がかつてより多くなっ
ているがあることが挙げられる．加えて，高
齢者は，自動車の保有傾向も，他の年代と異
なっていることが判明した．最後に，高齢社
会における交通政策に関する政策の焦点を
概観した．そこでは，モビリティの確保や高
齢者の安全の確保という焦点があるのと同
時に，交通混雑の減少や交通起因の環境問題
の減少といった交通の外部不経済への影響
という論点もあることが判明した． 

 
(2) 高齢化率と交通部門一人当たり CO2排出
量の関係に関する計量分析 

この研究においては，一人あたり CO2排出
量，高齢化率，一人あたり所得，燃料価格の
関係について，国際パネルデータを用いて推
計を行った．交通起因の CO2排出量データは
International Energy Agency（IEA）の統計
より取得した．所得の国際データは，Penn 

World Table Version 7．0 より取得した．燃
料価格のレベルデータの国際パネルデータ
が取得できなかったので，IEA が整備してい
る Energy Prices & Taxes から無鉛ガソリン
価格インデックスを取得し，燃料価格の代理
変数として利用した．データは 25 カ国の
1978年から 2008年のアンバランスデータセ
ットとなった． 

 一人あたり CO2 排出量と高齢化率の関係
を調べるために，所得，高齢化率，燃料価格
が CO2 排出量にどのような影響を与えるの
か判別させるためのモデルを作成した．加え
て，モデルは高齢化率と CO2排出の関係が山

型を呈するのか，つまり二次の関係になるの
かについても判定できるように定式化した．
モデル式は次式の通りである． 

 

Δ(CO2/POP)it 2 = β1 Δ(GDP/POP) it  + 

β2 Δ(GDP/POP) it 2 +β3  Δ(Elder/POP) it  

+ β4  Δ(Elder/POP) it 2 + 

β5  ΔGasprice it +Δεit    （式 1） 

 

ここで，(CO2/POP)は一人あたり CO2排出量
を， (GDP/POP) は一人あたり所得を，
(Elder/POP)は高齢化率を，Gasprice は燃料
価格，εは誤差項を，Δ は差分演算子を，i

は国番号を，t は年を，そしてβ1 ～β5  はパ
ラメータを意味している．なお，パラメータ
は CO2 排出と高齢化率が二次の関係にある
という仮説からβ3＞０，β4＜０を期待する．
さらに，β1 ＞０，β2 ＜０，β5＜０を期待
する． 

パネルデータのモデルの推計するに際し
ては，系列相関と単位根という２つの問題が
生じる可能性がある．式 1 においては，階差
モデルを使うことで系列相関を除去してい
る．さらに式１には単位根の問題が残ってい
る可能性がある．そこでパネル単位根に関す
る検定を行ったところ，式 1 の説明変数には
単位根が無いことが判明した． 

式 1 を複数の手法（プール，変量効果モデ
ル，固定効果モデル）にて推計を実施した．
そのうち，プールの推計結果を表 1 に示す．
表 1 から，CO2排出と高齢化率の間には二次
の関係があり，その転換点の水準は 16%付近
であることがわかる．使用した高齢化率のデ
ータの最大値が 22%であることから，16%は
データの範囲に入っている． 

 

表 1 推計結果 

 モデル 1 モデル 2 

GDP/POP 50.11** 76.53** 

 (GDP/POP)
2
  –0.51** 

 Elder/POP 122.62** 92.21* 

 (Elder/POP)
2
 –3.86** –2.93* 

Gasprice
 

–1.83** –1.77** 

2R
 

0.377 0.385 

転換点 

GDP 

高齢化率 

- 

15.88% 

$75,177 

15,73% 

国数 25 25 

データ数 729 729 

**：有意水準 1% 

*：有意水準 5% 

 

他方，CO2排出と一人あたり GDP も，モ



 

 

デル 2 においては，二次の関係にあることが
判明した．転換点の水準は 75，000 ドルであ
る．しかし，使用した一人あたり GDP のデ
ータの最大値は 55，000 ドルであった．つま
り転換点はデータの最大値を超えている．こ
のような場合，転換点の水準は誤解を与える
可能性があることがわかっている．すなわち，
CO2排出と一人あたり GDP は線形の関係に
あると言うことができる．この結果は多くの
既存研究と一致している． 

以上の分析結果より，高齢化率と CO2排出
の間に関係，具体的には二次の関係があるこ
とが判明した．転換点の水準は 16%付近であ
ることもわかった．ただし，この研究では燃
費，公共交通機関の進展度合，高齢者の免許
保有者数，産業構造の変化といった変数をモ
デルに入れていない．また，式 1 は一人あた
り CO2 排出と高齢化率の直接的な関係を推
計しているのであるが，高齢化がいかなる
CO2の排出要因に影響を与えるのか不明であ
るという欠点を有している． 

 

(3) CO2 排出要因と高齢化率の関係に関する
計量分析 
前述のとおり，日本における交通部門起因

の CO2 排出量は 2001 年をピークとして減少
し続けている（図 2）．旅客部門は 2001 年，
貨物部門は 1996 年をピークとして以後，CO2

排出が減少している． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 日本における交通からの CO2排出量の
推移 

 

なぜ，日本の旅客交通，とくに旅客自動車
からの CO2 排出量は 1990 年以降大きく変動
したのであろうか．潜在的な CO2減少の要因
としては，燃費の改善，一台あたり走行距離
の減少そして 1000 人あたりの自動車保有台
数の減少があげられる． 

本研究では，日本の交通部門の CO2排出の
要因を分解し，どのような要因が 1990 年以
降の交通部門からのCO2排出に影響を与えた
のか検証を試みた．加えて，要因は経済的な
変数（所得，燃料価格），人口的な変数（高
齢化率）などの変数に影響を受けたのか否か
をも検証した． 

CO2 排出の要因を分解する方法は多数提案
されているが，本稿においては茅の恒等式を
用いて CO2排出を分解している。この分解を
通じて、CO2 排出に影響を与えた要因の把握
を試みている．茅の恒等式を交通部門を分析
できるように変形したものを次に示す． 

 

(CO2)t = ((CO2) t /E t)・(E t /L t)・(L t /N t )・ 

(N t /POP t )・POP t     （式 2） 

 

ここで，t は年，(CO2)tは CO2排出量，E tは
エネルギー消費量，L tは走行距離，N tは自
動車保有台数，POP tは人口である． 

式２の両辺を時間 t で微分すると，CO2 排
出量の増加率は，5 つの要因（CO2 排出源単
位，エネルギー効率，１台あたりの走行距離，
1000 人あたりの自動車保有台数，そして人
口）の変化率の和で表すことができることが
わかる．これを用いて，日本の旅客交通にお
ける CO2排出の増加要因を分解した．分解に
使用したデータは主に国土交通省から取得
している．分解した結果を図 3 に示す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3  CO2排出量の要因分解結果 

 

分解の結果から，CO2 排出の要因は 2001

年以前と以後で大きく２つに分けることが
できることが判明した．前半（1990 年～2001

年）においては燃費の変化と自動車保有台数
の変化がCO2排出に影響を与えていることが
判明した．それら二つの要因で 1991～1996

年において 5．8%の CO2排出増を引き起こし
ていた．またこの時期は燃料価格が低い時期
であった．他方，2002 年以降は，燃費の改善
と一台あたりの走行距離減少によりCO2排出
減少を引き越していた．2002 年から 2007 年
においてそれらの要因により 2．7%の CO2

減少となっている．前半と異なり，2002 年以
降は燃料価格が高騰し，さらに高齢化率が
19%（2002 年）から 22%（2007 年）まで上昇
した． 

CO2 排出要因のデータを陸運局毎に新たに
計算し，要因と高齢化率の関係についてパネ
ルデータ分析を行った．分析に用いたモデル
の１つを次に示す． 

 

Δ2ln(N/POP)it 2 = β1Δ2ln(GDPI/POP) it  + 



 

 

β2 Δ2ln(GDPI/POP) it 2 + 

β3  Δ2ln (Elder/POP) it  +  

β4  Δ2ln (Elder/POP) it 2 + 

β5  Δ2ln Gasprice it +Δ2εit    （式 3） 

 

ここで，GDPI は運輸局内における所得を
意味し，Δ2は二階差分演算子を意味している．
パラメータの符号については式 1 の時と同様
を期待する．推計結果を表 2 に示す． 

表 2 から伺えるように，式 3 を推計した結
果，高齢化率と 1000 人あたり自動車保有台
数の間には二次の関係があることが判明し
た．転換点の水準は 17%であった．この転換
点水準は分析に利用した高齢化率のデータ
の中に収まっている．高齢化率を日本の平均
年齢の代理変数と見るならば，高齢化率と自
動車保有台数の間に二次の関係があること
は，Dargay(2007)が報告している自動車保有
のライフサイクル効果を実証したことにな
る．他方，燃料価格のパラメータは期待した
符号とは異なる結果となっている． 

式 3で示した以外の要因と高齢化率の関係
は特定することはできなかった．モデルに入
れていない重要な変数がある可能性がある． 

 

表 2 推計結果 

Δ2ln(GDPI/POP) -2.13* 

Δ2ln(GDPI/POP)2 0.20* 

Δ2ln (Elder/POP) 5.43** 

Δ2ln (Elder/POP) 2 -0.96** 

Δ2ln Gasprice
 

-0.00 

2

R
 

0.49 

転換点 

高齢化率 
17% 

データ数 141 

**：有意水準 1% 

*：有意水準 5% 

 

(4)まとめと今後の展望 

本研究は，高齢化率と交通起因の CO2排出
量はどのような関係性があるのかを定量的
に把握することを主な目的としている． 

複数の実証分析の結果，高齢化率と一人あ
たり CO2 排出量は二次の関係があることが
判明した．また転換点の水準は 16%である．
日本の 1000 人あたり自動車保有台数の変化
と高齢化率には二次の関係があり，17%が転
換点であることが示された．このことは高齢
化率の変化は，自動車保有台数に影響を与え，
最終的に CO2 排出に影響を及ぼすことを示
すことができたといえる．転換点の水準は両
方の分析で離れていないことは注意してお
く必要があるであろう． 

他方，本研究にはまだ分析する余地が残さ
れている．第一にデータの整備である．本研
究の実証分析は CO2 排出に影響を及ぼすと
考え得る複数の変数（燃費水準，公共交通の
発展度合，65 歳以上の免許保有者数）などを
考慮していない．国際パネルデータを用意す
る際に困難はあるかもしれないが，それらの
データを整備することでより正確な分析が
できるようになる．第二に CO2分解方法の検
討である．今回は簡便な茅の恒等式を利用し
た．他方で分解手法としては ASIF モデル，
IPAT モデルなども存在する．それらの要因
と高齢化の関係を分析することにより新た
な知見を得ることができる可能性がある． 
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